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国内最大級の顧客基盤を有するリーディング・バンクである株式会社みずほ銀行

（以下、みずほ銀行）。ブランドスローガン「One MIZUHO 未来へ。お客さまととも

に」を掲げ、グループの総力を集結して、最高水準のサービスを提供し、顧客から最

も信頼される銀行であり続けるための取り組みを推進。日本国内はもちろん、アジア

と世界の発展に貢献するグローバルに開かれた金融グループを目指しています。

現在、One MIZUHOのさらなる進化を目的に、個人顧客には銀行・信託・証券の各

商品・サービスのシームレスな提供、法人顧客には高度なリスクテイク能力を発揮し

た資金供給機能や産業知見・新商品開発力などのソリューション提供力を強化す

るほか、海外における非日系の顧客へのサービス強化などを推進しています。

こうした取り組みの一環として、15年以上使い続けた「みずほダイレクト」インター

ネットバンキングのシステムを刷新することを決定。みずほダイレクトのアプリケー

ション・フレームワークを共通化し、システム基盤を支えるリレーショナル・データベー

ス管理システム（RDBMS）としては、IBM DB2（以下、DB2）を採用しています。

みずほダイレクトのシステムが15年を経て複雑化

みずほダイレクトは、PCやスマートフォンなどから、残高照会や入出金明細照会、

振込、振替、取引結果確認などの機能を利用できるサービスです。現在、会員数

は約1000万人で、年々利用率が向上。2008年には店舗に来店する顧客とイン

ターネットを利用する顧客の割合が逆転し、現在では1.7倍以上の差になってい

ます。

みずほ銀行 IT・システム統括第一部 部長 加藤昌彦氏は、「近年スマートフォンからの

利用率が高く、約30％がスマートフォンからの利用

です。利用者の増大や新サービスの追加などに

対応するために、システムの改変を繰り返してきま

したが、そのためにシステムが複雑化する中、開

発のスピードを上げていかなければならないという

課題を抱えていました」と話します。

インターネットを利用したサービスは、いまや各銀行

の主戦場です。他行が新サービスを提供する場

合に、みずほ銀行がどれだけ短期間かつ低コスト

で新サービスを実現できるかが重要であり、この競

争に耐えられるシステム基盤を構築することが必

要でした。そこで、みずほダイレクトのシステム基盤
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を刷新することを決定しました。

みずほダイレクトのシステム基盤の刷新にあたり、対応すべき経営課

題は、大きく4つありました。1つ目がみずほダイレクトの商品やサービス

の提供スピードを向上させること、2つ目がITコストを削減すること、3

つ目がより一層の安定稼働を実現すること、そして4つ目が事業継続

性を向上させることです。

加藤氏は、「システムに障害が発生しないことはもちろんですが、障害

が発生した後の迅速な対応も重要なポイントでした。またデータセン

ターの被災に備えた、事業継続性の向上も不可欠でした」と話します。

みずほ銀行、みずほ情報総研、日本IBMの3社で
新しい技術を導入

みずほ銀行では、2012年3月より新しいシステム基盤の検討を開始。

2012年9月にIBM zEnterprise EC12とLinux、DB2を組み合わせ

たIBMテクノロジーの採用を決定します。

加藤氏は、「今回採用した構成は、日本では前例がなかったので、す

でに導入している米国の大手金融機関をIBMに紹介してもらい、話

を聞いて、実際の運用現場を調査することで判断材料を得ることがで

きました」と話します。

システムの基本設計から構築、テスト、稼働までの一連の作業は、み

ずほ銀行、みずほフィナンシャルグループのみずほ情報総研株式会社

（以下、みずほ情報総研）、および日本IBMの3社で実施。みずほ情

報総研の主導のもと、IBMがシステム構築を担当し、新しいフレーム

ワークやRDBMSの導入などではIBMがグローバルなサポート体制

を確立。サービスイン時には、カナダのDB2担当者とドイツのLinux担

当者が来日して万全の体制でサポートしています。

今回、構築したシステム基盤の最大の特長は決済系システムであり

ながら、アクティブ・アクティブの両現用構成により導入コストを大幅に

削減しながら、IBMの「高可用性災害時リカバリー(HADR)」機能と

Q-Replicationを利用した耐障害性の

高いシステムを構築でき、障害や災害

発生時の事業継続性も向上できます。

み ず ほ 情 報 総 研  常 務 取 締 役  

向井康眞氏は、「アクティブ・スタンバ

イ構成では、片系がスタンバイ状態

なので、100の能力が必要な場合に

100＋100のシステム資源が必要に

なります。アクティブ・アクティブ構成

では、50＋50の能力でシステムを構

築できるので導入コストを半減できま

す」と話します。
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ただしアクティブ・アクティブ構成で、片系が止まってしまった場合には、

その処理をもう一方に移して稼働するために能力が半分になってし

まいます。システムを長期間復旧できない場合、半分の能力で運用し

続けるのは困難なことから、CPUを活性化することで処理能力を拡

張できる「キャパシティー・オンデマンド」の機能をオプションとして追加

できることも重要なポイントでした。

加藤氏は、「インターネットの世界では、アクセス数を予測することが難

しく、アクセス数が急激に増えることも考えられます。そのような場合に

も、ハードウェアを追加することなく、あらかじめ決められた範囲までで

あればCPUの活性化を行うことで能力の対応ができるので、運用し

ていても安心感があります。また、アクティブ・アクティブ構成のセンター

間でどれくらいの遅延が発生するのかがポイントでしたが、米国の金

融機関を視察したときに、実際にシステム構築にかかわった担当者の

話を聞けたので、安心して導入することができました。今回、構築した

システムは、レスポンスが従来のシステムより逆に早くなっています」と話

します。

また、みずほダイレクトのアプリケーショ

ンに関しては、アーキテクチャーも見直

し、共通化できる部分は共通化し、使用

しないモジュールは破棄することで最

適化しています。みずほ情報総研 銀

行システムグループ 決済・チャネル系シ

ステム事業部 事業部長 中條洋次氏

は、次のように話します。

「今回、RDBMSやアーキテクチャー、

フレームワークを見直したことから、ア

プリケーションを抜本的に見直すこと

が必要でした。最終的には、7割程度

のアプリケーションを作り直しています。

またお客さまのサポートや会員登録

などのバックオフィスで利用するアプリ

ケーションは、ほぼ100パーセント作り

直しています」。

今回、ワンストップのグローバルサポート

が迅速に提供されることを評価して、

DB2の採用を決定しています。加藤氏

は、「システムに問題が発生するとお客

さまに多大なご迷惑がかかるので迅

速な対応が必要です。従来のシステム

では、問題解決に時間がかかる場合

があり、システムのアーキテクチャーの見

直しが必要ではないかという議論があ

りました」と話します。

IBMテクノロジーの採用で4つの経営課題を解決

今回、古い開発フレームワークから、IBMが提供する業界標準の

WACsという開発フレームワークに移行しています。新しい開発フレー

ムワークを採用したことで、開発要員の調達が容易になり、人件費や

人材育成を含む開発コストを削減できます。これにより、今後のシステ

ム開発の生産性を大幅に向上させることが期待されます。

また、安定稼働と事業継続性の向上に向けて、以前は本番環境と

バックアップ環境を構築し、さらに開発環境を用意していたために、非

常に多額のコストがかかっていました。今回、アクティブ・アクティブ構

成を採用したことで、メインセンターとバックアップセンターのマシンを常

時稼働できるので総保有コスト（TCO）を大幅に削減できました。

加藤氏は、「経営課題である、サービス提供のスピード向上、ITコスト

の削減、より一層の安定稼働、事業継続性の向上という4つの課題を

すべて解消できました。特にアクティブ・アクティブ構成により、フルバッ

クアップシステムを作るのに比べ、大幅な導入コスト削減を実現してい

ます」と話します。

「ほとんどを作り直しフレームワークで標準化したことで、トレーサビリ

ティーが大幅に向上しています。これによりお客さま対応が迅速にできる

ことはもちろん、インシデント発生時の迅速なトレースも可能になります。

経営トップからの要求をすべて満たした、すばらしいシステムを構築でき

たと思っています。苦労して作り直したかいがありました」（加藤氏）。

今回、約4万本のアプリケーションの作り直しを実施していますが、これ

だけの作り直しをすると、一般的にはさまざまな初期トラブルが発生し

てしまいます。中條氏は、「アプリケーションの作り直しのリスクを最小

化することを目的に、IBMからさまざまなツールを提供してもらいまし

た」と話します。

みずほ情報総研株式会社
銀行システムグループ
決済・チャネル系システム事業部
事業部長
中條 洋次氏

課題への対応による効果課題と効果

競争が激化するインターネットバンキングの領域で、個々のお客さまに向けた最良
のサービスを提供するため、15年来の「みずほダイレクト」基盤を全面更改

ネット上の商品やサ
ービスの提供スピー

ドの向上

ITコストの削減

事業継続性の向上

より一層の
安定稼働を実現

7割のアプリを再作成
共通化を図り、開発フレー
ムワークを標準化

両センター稼働方式である
“両現用”を採用。

DBまで含めてシステム基盤
を1本化

z/Linux上で, DB2 HADR
とQ-Replicationで実現

•トレーサビリティーの向上
•お客さま対応の迅速化
•オムニチャネル基盤の確立

•災対：導入コストを大幅削減
•開発：トータルで3割のコストの

削減

•ハード/OS/DBMSで一貫したサ
ポートと障害対応
•開発/設計/メンテナンスの効率
性向上

•事業継続の大幅な機能強化
•センター間引継も要件をクリア

課題 対応 効果

海外先行事例の現地視察
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【事例概要】
インターネットバンキングでのアクティブ・アクティブシステムの構築

【ハードウェア】
・IBM zEnterprise  EC12

【ソフトウェア】
・IBM DB2
・IBM WebSphere Application Server
・SUSE Linux Enterprise Server for System z

【ビジネスメリット】
・商品やサービスの提供スピードを向上

・ITコストの大幅な削減

・より一層の安定稼働の実現

・事業継続性の向上

・開発生産性の向上と効率化

・ほかのシステムへの適用

例えば、旧システムのプログラムからの仕様書作成を支援するツール

や、旧システムのプログラムと新システムの機能の差異をなくすため、

新旧プログラムのテスト結果の差分チェックを行うツールなどです。こ

れらのツールを活用することで、高品質なプログラムを短期間で開発

することが可能になりました。

中條氏は、「お客さまが利用するフロントエンドのアプリケーションだけ

ではなく、バックオフィスでお客さまの問い合わせ対応を行うためのア

プリケーションにも適応できました。バックオフィスのアプリケーションも

古い仕組みでしたが、新しい開発フレームワークでウェブ化すること

で、保守の一元化と操作性の向上に加え将来営業店展開を容易に

する基盤を実現できました」と話します。

また加藤氏は、「みずほダイレクトの役割として、銀行の決済系システ

ムだけでなく、マーケティングのためのオムニチャネルの1つとして活用

できる基盤を実現することも必要でした。新しいシステムでは、お客さ

まの操作履歴のログを収集し、それを分析してマーケティングに生か

す基盤も実現できました」と話します。

みずほダイレクトのノウハウを次のサービス刷新
に生かす

みずほダイレクトのシステム基盤刷新の成功により、スピード感のある

開発が可能になりました。今後はほかのシステムへも同じシステム基

盤を適用することが検討されています。

今後の取り組みについて加藤氏は、「これで終わりではなく、今回得た

知見やノウハウを、法人インターネットバンキングやテレフォンバンキング

などに適用していく計画です。特に前者は、データベースがみずほダ

イレクトよりも複雑なので、今回培ったノウハウは重要です。今後も最

新情報やノウハウの提供も含め、グローバルのサポートをIBMに引き

続き期待しています」と話します。

（向かって左から）向井氏、加藤氏、中條氏


